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令和８年８月５日  

   

大 阪 労 働 局 長  

     蒔苗 浩司 殿  

   

大阪地方最低賃金審議会 

                                    会 長   衣笠 葉子  

  

大阪府最低賃金の改正決定について（答申） 

 

本審議会は、令和８年７月６日付け大労発基 0706第１号をもって貴職から諮問の

あった大阪府最低賃金の改正決定について、設置した専門部会において、「日本成長

戦略」（令和８年７月 21 日閣議決定）及び「経済財政運営と改革の基本方針 2026」

（同日閣議決定）に配意しつつ、各種資料、最低賃金に関する実態調査、参考人から

の意見聴取、事業場実地視察等の結果を参考に、「労働者の生計費」、「賃金」、「通常

の事業の賃金支払能力」という三要素を踏まえて、慎重に調査審議を重ねたが、改正

最低賃金額について労使の意見の隔たりが埋まらず、公益代表委員一任により、別

紙のとおりとする結論に達したためここに答申する。 

公益代表委員は、中小企業・小規模事業者の価格転嫁がいまだ十分ではない状況

にあることを踏まえつつ、労働者の生活の安定を図ること、とりわけ、最低賃金近傍

で働く多くの女性及び有期雇用・短時間労働者等の処遇を改善し、最低賃金引上げ

の効果を広く波及させることに留意して、三要素のうち労働者の生計費については、

消費者物価指数（総合）の上昇に鈍化傾向が見られるが、うち食料関係については依

然高い水準で推移していること、労働者の賃金については、春季賃上げ妥結状況に

おける上昇率が昨年に続き高い水準となったこと、加えて、女性短時間（パートタイ

ム）労働者中心に賃金上昇率が昨年よりも伸びを示していること、通常の事業の賃

金支払能力については、企業物価指数が上昇していること、中小企業の業況判断が

依然マイナス圏で推移していること、一方で、全体としてみれば売上高経常利益率

は安定的な数値で推移し、従業員一人当たり付加価値額には上昇傾向がみられるこ

と、以上を総合的に勘案し改正金額を導いた。 

効力発生の日の在り方については、一定の方針が中央最低賃金審議会から示され

るべきことを昨年度の本審議会の答申において確認したが、中央最低賃金審議会か

らは、指定日発効の対応方針が示されたにとどまり、在り方としての明確な方針は

いまだ示されていない。現行制度の枠組のままでは、依然として地方最低賃金審議

会において一定の結論を得ることは極めて困難であることを踏まえ、中央最低賃金

審議会において引き続き議論が行われるべきことを、あらためて確認した。 

なお、今回の答申にあたっては、中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げしやす

い環境整備の必要性が労使共通の認識であり、「賃金と物価の好循環」及び「『稼ぐ力』

の強化と賃上げの好循環」を実現するためにも、大阪府最低賃金の改正が企業経営を
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取り巻く環境、とりわけ、労務費や原材料・エネルギー価格などの企業物価の高騰を

十分に価格転嫁できない中小企業・小規模事業者の賃金支払能力に与える影響を考

慮し、関係省庁の連携した賃金引上げの環境整備のため、以下の支援策等の早急な実

施を政府及び大阪労働局に強く要望する。 

 

（政府への要望） 

① 賃金引上げに見合った助成金の給付等業務改善助成金をはじめ、有期雇用・短時

間労働者等の処遇改善等を支援するキャリアアップ助成金、働き方改革推進支援

助成金、人材確保等支援助成金等について、「賃上げ」を支援する観点から、賃上

げ加算等の充実を図ること 

② 中小企業・小規模事業者の賃上げの実現に向けて、「労働供給制約社会における

中堅・中小企業の『稼ぐ力』強化戦略」の着実な実行により、価格転嫁・取引適

正化の更なる徹底、生産性向上への支援強化、賃上げの促進を推進すること。そ

の際、中小企業・小規模事業者がこれらの施策を一層活用できるよう、周知等を

徹底するとともに、運用の改善を図ること 

③ 「省力化投資促進プラン」の更なる充実・拡充を図るとともに、業種ごとの KPI

の達成状況についてフォローアップを行って進捗を見える化し、実績に応じて

更なる対応策を検討すること 

④ 2027年度末までに、「官公需における価格転嫁・取引適正化加速化プラン」の内

容を 100％実施すること 

⑤ ①～④について、効果的に実施するため、十分な予算措置を行うこと 

⑥ 価格転嫁対策については、令和８年１月から施行された取適法・振興法を着実に

執行するため、公正取引委員会・中小企業庁・事業所管省庁の連携や取引Ｇメン

の拡充等を通じた執行体制強化と、現場への浸透に向けた一層の周知徹底を行

い、あわせて、地方組織を含めた公正取引委員会の体制面の抜本的な強化を図る

こと 

⑦ いわゆる「年収の壁」への対応として、今年４月から開始した被扶養者の新たな

認定方法の取り扱いの円滑な実施に取り組むこと 

⑧ 「令和７年度の地方最低賃金審議会の審議結果を踏まえた論点と考え方の整理」

（令和８年６月 23日）のとりまとめを踏まえ、厚生労働省が実施する賃金改定

状況調査については都道府県別のデータが出せるよう、また、最低賃金に関する

実態調査についてはより精度を高めるよう、サンプル数を増やすなど必要な見

直しを行うこと 

⑨ 上記の取組の措置状況について、本審議会において随時報告すること 

 

（大阪労働局への要望）  

① 大阪府における未満率の解消に向けて、最低賃金の的確で効果的な周知広報、履

行確保・指導強化を行うこと  
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② 支援を必要としている中小企業等に対する生産性向上等の支援措置については、

可能な限り多くの企業が各種の助成金を受給できるように関係省庁と一体とな

り、実効性のある利活用の促進、支援に努めること。特に、各種支援策を必要と

する中小企業等に対し、効果的な周知広報と一層の利活用を促進すること 

③ 行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、年度途中の最低賃金額改

定によって当該業務委託先における最低賃金の履行確保に支障が生じることが

ないよう、行政機関に対して公共調達での適切な価格転嫁推進などの取組強化

を要請すること 

④ 受託取引の適正化については、関係省庁と連携体制を構築し、公正な取引慣行の

確立、関係法令遵守の徹底を図ること 

⑤ 最低賃金の履行確保の監督を行う１月から３月までの集中取組期間において最

低賃金の遵守徹底を図るとともに、賃金の引上げについて適正に実施されるよ

う、賃金引上げや価格転嫁対策関連の施策の紹介を行うこと 

⑥ 上記①から⑤を効果的かつ的確に実施するために、十分な予算確保に取り組む

とともに、実施体制の強化を図ること  

⑦ 以上の取組状況については、実効性のある実施計画を作成し、公表するととも

に、履行確保の状況及び効果の検証を併せて行い、本審議会において随時報告す

ること
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 別紙  

大 阪 府 最 低 賃 金 

  

１ 適用する地域  

大阪府の区域内  

  

２ 適用する使用者  

前号の地域内で事業を営む使用者  

  

３ 適用する労働者  

前号の使用者に使用される労働者  

  

４ 前号の労働者に係る最低賃金額  

１時間 1,231円   

  

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの  

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当  

   

６ 効力発生の日 

令和８年 10月１日  

  

 


